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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成30年８月31日に提出いたしました第35期（自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

２ 【訂正事項】

　

第一部 企業情報

第２ 事業の状況

３ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

④経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な達成・進捗状況

 
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

②法令等について

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

 
④経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な達成・進捗状況

（訂正前）

省略

売上高・利益計悪
2020年５月期目標値

（a）
当事業年度実績

（b）
進捗状況

（b）÷（a）

売上高（千円） 7,800,000 6,640,182 85.1％

経常利益（千円） 740,000 581,538 78.6％

税引後当期純利益（千円） 500,000 393,275 78.7％

自社不動産販売件数（件） 500 389 77.8％

指標目標値    

自己資本比率 60％以上 61.5％ －

ＲＯＥ（株主資本利益率） 15％以上 16.0％ －

ＤＯＥ（株主資本配当率）
2.5％を維持、

3.0％以上を目標
2.5％ －

 

省略

 
（訂正後）

省略

売上高・利益計画
2020年５月期目標値

（a）
当事業年度実績

（b）
進捗状況

（b）÷（a）

売上高（千円） 7,800,000 6,640,182 85.1％

経常利益（千円） 740,000 581,538 78.6％

税引後当期純利益（千円） 500,000 393,275 78.7％
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自社不動産販売件数（件） 500 389 77.8％

指標目標値    

自己資本比率 60％以上 61.5％ －

ＲＯＥ（株主資本利益率） 15％以上 16.0％ －

ＤＯＥ（株主資本配当率）
2.5％を維持、

3.0％以上を目標
2.5％ －

 

省略

 
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

②法令等について

（訂正前）

当社の主たる事業の前提となる宅地建物取引業免許の有効期間は、平成25年11月９日から５年間であり、以

降も継続できるものと考えております。

なお、宅地建物取引業法は平成28年度の改正（一部未施行）により、建物状況調査（インスペクション）に

関する説明について重要事項説明書に記載することが義務化されることになりましたので、今後の施策への影

響が考慮されます。また、不動産業界に影響を与える規制は多岐にわたり、その変更により、当社の業績が影

響を受ける可能性があります。当社は、法令等の改正による規制強化の動向に注視してまいります。

 
（訂正後）

当社の主たる事業の前提となる宅地建物取引業免許の有効期間は、平成25年11月９日から５年間であり、以

降も継続できるものと考えております。

なお、宅地建物取引業法は平成28年度の改正により、建物状況調査（インスペクション）に関する説明につ

いて重要事項説明書に記載することが義務化されることになりましたので、今後の施策への影響が考慮されま

す。また、不動産業界に影響を与える規制は多岐にわたり、その変更により、当社の業績が影響を受ける可能

性があります。当社は、法令等の改正による規制強化の動向に注視してまいります。
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